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◆国民経済計算～4―6月期・２次速報～　　9月11日（内閣府） 

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は前期比で０．２％（年率１．０％）。 

　・ＧＤＰ成長率の寄与度は、実質は国内需要（内需）が０．４％、財貨・サービスの純輸出（外需）が－０．１％となった。 

◆平成18年度高校・中学新卒者の求人・求職状況～７月末～　　9月11日（厚生労働省）  

　・高校新卒者の求人倍率は1.14倍と、前年同期を0.24ポイント上回った。 

　・中学新卒者の求人倍率は0.29倍と、前年同期を0.07ポイント上回った。 

◆法人企業景気予測調査～7－9月期～　　9月22日（内閣府・財務省） 

　・従業員数判断ＢＳＩ（「不足気味」―「過剰気味」）は、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足気味」超幅が拡大し

ている。 

◆平成１７年労働争議統計調査　　9月22日（厚生労働省） 

　・平成１７年の労働争議は、「総争議」の件数は708件、総参加人員は64万6千人。前年に比べ、件数が29件（3.9％）

減、総参加人員が6万4千人（9.0％）減。 

◆労働安全衛生基本調査～平成17年～　　9月29日（厚生労働省） 

　・過去1年間にメンタルヘルス上の理由により休業した労働者がいる事業所の割合は3.3％。事業所規模1,000人以

上の事業所では82.0％。 

◆企業短期経済観測調査（短観）～９月～　　10月2日（日本銀行）  

　・全国大企業の業況判断Ｄ.Ｉ.（「良い」―「悪い」）は製造業で24（前期21、先行き21）と前回から３ポイント改善。非

製造業は20（前期20、先行き21）。 

　・雇用人員判断Ｄ.Ｉ.（「過剰」―「不足」）は、大企業全産業で－8（前期－7、先行き－11）。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

　注目の統計・指標 

民間給与実態統計調査　～平成17年度～　　9月28日（国税庁） 

～民間給与1人当たり平均４３７万円、８年連続の減少～ 
　平成17年度の民間給与実態統計調査によると、１年を通じて民間企業に勤務した人は4,494万人で、前年に比べる
と0.9％増加している。１人当たりの平均給与は437万円となっており、前年に比べると0.5％の減少であった。８年
連続の減少となっている。 
　また、この4,494万人の給与階級別の分布をみると、300万円超400万円以下の者が17.2％と最も多く、200万円超
300万円以下の者が15.8％とこれに次ぐ。男性では300万円超400万円以下の者が17.8％、女性では100万円超200万円
以下の者が26.1％と、それぞれ最も多くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（情報解析課　上村聡子） 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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5.0 

9.2 

-2.4 

-5.3 

-4.7 

-8.3 

1.6 

-1.4 

2.7 

-4.4 

-7.6 

-3.0 

3.3 

-1.8 

-5.8 

-2.8 

-3.4 

0.0 

-3.6

4.2 

-3.1 

12.4 

17.1 

10.6 

10.8 

11.4 

9.6 

8.7 

6.0 

6.3 

7.6 

10.0 

7.6 

6.2 

6.9 

6.4 

7.3 

6.0

1.5 

0.6 

12.0 

13.7 

8.4 

6.0 

13.7 

7.8 

4.4 

3.9 

5.7 

6.9 

10.7 

2.6 

2.4 

8.4 

3.5 

4.5 

4.6

0.59 

0.54 

0.64 

0.83 

0.95 

0.97 

0.97 

0.97 

0.98 

0.99 

1.03 

1.03 

1.04 

1.01 

1.04 

1.07 

1.08 

1.09 

1.08

1.01 

0.93 

1.07 

1.29 

1.46 

1.48 

1.49 

1.48 

1.48 

1.53 

1.55 

1.56 

1.53 

1.45 

1.54 

1.65 

1.62 

1.56 

1.60

3.5 

6.6 

6.2 

5.7 

0.6 

0.8 

0.6 

0.5 

0.4 

0.6 

-0.6 

1.0 

0.9 

1.3 

2.2 

1.7 

1.4 

1.6 

0.5p

-0.4 

-0.7 

-0.4 

0.6 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.6 

0.5 

0.5 

0.4 

0.5 

0.7 

0.9 

1.0 

1.0 

1.2 

1.2p

-2.9 

-4.6 

-2.2 

-0.7 

0.4 

0.4 

0.4 

0.2 

0.4 

0.4 

0.6 

0.6 

0.8 

0.9 

1.0 

0.9 

1.0 

1.2 

1.3p

-1.3 

-2.5 

-2.3 

-1.0 

0.5 

0.4 

0.5 

0.5 

0.8 

0.4 

0.9 

0.3 

0.4 

0.3 

0.5 

0.6 

0.9 

1.1 

1.5p

1,534,182 

1,486,484 

1,670,065 

1,956,329 

2,163,164 

2,056,859 

2,136,331 

2,215,738 

2,269,764 

2,261,061 

2,118,800 

2,199,430 

2,319,197 

2,494,902 

2,381,173 

2,247,869 

2,215,597 

2,206,596 

2,264,754

新規求人数 月間有効求人数 

前年比 前年比 

有効求人 
倍率 

新規求人 
倍率 

常用雇用(前年比） 

季調値 季調値 製造業 
 

一般労働者 
（前年比） 

パートタイム 
労働者 

2001年 

02　 

03　 

04　 

05　 

05年　月 7 

8 

9 

10 

11 

12

06年　月 1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8

2001年 

02　 

03　 

04　 

05　 

05年　月 7 

8 

9 

10 

11 

12

06年　月 1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8



％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

万人 万人 万人 万人 万人 ％ ％ ％ ％ 

46

最近の統計調査より 

Business Labor Trend  2006.11

現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 
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（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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厚生統計から得られる労働データ 今月のキーワード解説 

　今回は厚生関係の統計から得られる労働データについて紹介します。 
 
国民生活基礎調査 
　この調査は、保健・医療・福祉・年金・所得等国民生活の基礎的な事項について世帯面から総合的に明
らかにすることを目的としています。 
　世帯・就業構造について調査されているとともに、賃金に限ったデータを得ることはできませんが、世
帯の所得について調査されています。 
　2004年調査によりますと、所得の種類別１世帯当たり平均所得金額の構成割合は、全世帯では「雇用者
所得」が70.2％、「公的年金・恩給」が16.3％、「雇用保険」が0.3％ですが、日々又は１月未満の契約の
雇用者世帯では「雇用者所得」が58.4％、「公的年金・恩給」が32.2％、「雇用保険」が1.6％となってい
ます（図表１）。 
 
社会福祉施設等調査 
　この調査は、全国の社会福祉施設等の数、在所者、従事者の状況等を把握することを目的としています。
社会福祉施設等名簿の整備も目的としており、社会福祉施設などを88種類に区分するなど綿密な調査とな
っています。 
　この調査では、社会福祉施設における従業者の勤務時間や勤務形態といった勤務状況が調査されています。
また、現在の仕事を選んだ理由や現在の仕事への不満、悩み事といった就労意識が調査されています。 
　2004年調査によりますと、年齢階級別に従事者をみると、生活支援・指導員及び職業・作業指導員は、
身体障害者更生援護施設では「30～39歳」が、知的障害者援護施設では「29歳以下」が最も多くなってい
ます。また、看護職員（保健師・看護師）では「40～49歳」が、介護職員は「29歳以下」がいずれの施設
種類においても多くなっています（図表２）。　 
 
介護サービス施設・事業所調査 
　この調査は、介護サービスの提供体制、提供内容等の把握を目的としており、介護施設とその従業員数、
施設の利用状況のほか、職員の勤務形態、就労
意識等が調査されています。 
　2004年調査によりますと、勤務先の変更回数
別に従事者をみると、介護職員、介護支援専門
員では「変更なし」が約８割を占めているのに
対し、看護職員では１回以上勤務変更した割合
が６割を超えています（図表３）。  
 
21世紀出生児縦断調査 
　2001年度から実施されているこの調査は、同
一客体を長年にわたって追跡調査するもので、
2001年に出生した子の実態及び経年変化の状況
を継続的に観察する、いわゆるパネル調査とよ
ばれるものです。 
　子の成長や発達の様子や育児に関する意識と
ともに、父母の就業状況が調査されており、母
が有職の割合は年々増加しているなどの結果が
得られています。 
　なお、同様の調査としては2002年度から始め
られている21世紀成年者縦断調査があります。 
 

（情報解析課長　秋山　恵一） 


